
事業番号 - - -

（ ）

現状・課題
（5行程度以内）

翌年度へ繰越し（D) - - - -

39

-

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

敦賀市において原子力に関する国際シンポジウムを開催し、各回のテーマに関連する様々な事例を国内・海外の講演者から紹介するとともに、地元住民が直接参加するサブイベ
ントの実施により、原子力分野に関する国民理解を深める機会を提供している。また、シンポジウムの動画配信により、地域住民以外の原子力分野に関する理解促進にも貢献す
る。

実施方法 委託・請負

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 22 - 35

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

39 39 39 39 39

予備費等（E) - - - -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) 39 39 39 39 39

- - -

-

昭和57年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

- -

補正予算（B) - - -

-

-

2023 文科 22 0329

文部科学省

政策 9 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応

事業の目的
（5行程度以内）

国民の原子力に関する理解の醸成を目指して、国民（情報の受け手側）の視点に立った正確な情報提供等に取り組むことにより、原子力研究開発の意義や原子力施設の安全対
策等に対する国民への知識の普及を図る。事業に当たっては、「エネルギー基本計画」（令和3年10月閣議決定）における、「国民各層とのコミュニケーション充実」等を踏まえた実
施に努める。

研究開発戦略官（核燃料サイクル・廃止
措置担当）付

研究開発戦略官（核燃料サイクル・廃止措置
担当）
井出　太郎

会計区分 エネルギー対策特別会計電源開発促進勘定

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
特別会計に関する法律施行令　第51条第1項第20号

関係する
計画、通知等

エネルギー基本計画（令和3年10月22日閣議決定）

事業名 核燃料サイクル関係推進調整等委託費 担当部局庁 研究開発局 作成責任者

事業開始年度

施策 9-5 国家戦略上重要な基幹技術の推進

政策体系・評価書URL

主要経費 エネルギー対策費

令和5年度行政事業レビューシート

https://www.mext.go.jp/content/20211224-mxt_kanseisk02-
000019646_9-5.pdf

事業概要URL
-

(項)
令和5・6年度

予算内訳
（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

計（A) 39

39

90%

執行率（％）
=(G)/(F)

56% 90%

電源立地対策費

当初予算＋補正予算に対する執行額
の割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
56%

主な増減理由（・要望額・予備費）令和6年度要求

　

　

　

(目) 電源立地等推進対策委託費

その他

39

今後の原子力利用のためには、原子力研究開発の意義や原子力施設の安全対策等に対する国民理解を得る必要がある。
特に、平成28年度に高速増殖原型炉「もんじゅ」の廃止措置への移行が確定した際には、「もんじゅ」周辺地域を我が国の原子力研究や人材育成を支える基盤となる中核的拠点と
して位置づけており、当該地域を中心として、国民の多様なニーズを踏まえた上での原子力分野の知識・情報の普及を通じ、原子力分野への国民理解を促進することで、拠点化
の足掛かりを作る必要がある。

令和6年度要求

-

-

-



アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

-

-

-

-1 1

成果目標①-3の
設定理由

（長期アウトカム
へのつながり）

原子力分野についての国民理解促進を図る上では、本シンポジウムへの参加を通じて、原子力分野への興味関心を惹起することが重要である。参加者の理解度
の高いシンポジウムを継続して開催することにより、原子力分野への興味を惹起し、シンポジウムやそれ以外の場において原子力関連の情報に触れる機会への
積極的な参加を促すことができると期待される。そのため、シンポジウム参加者へのアンケート調査を行い、原子力分野の動向に触れる機会への参加意欲に関す
る調査結果を成果指標とする。

成果実績

成果目標及び成果実績
①-2

（中期アウトカム）

成果目標 単位

- 91

404

目標値 人 327

- 127.4

成果目標及び成果実績
①-1

（短期アウトカム）

成果目標

1

会場での対面参加・オンライン参加を合わせ多くの人にシンポジウムに参加してもらうことにより、原子力分野の知識・情報が広く普及することが期待され、原子力
分野への国民理解促進につながると予想される。そのため、シンポジウムへの参加者数を測定し成果指標とする。

-

-％

アウトカム設定について
の説明

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

1

令和2年度 令和3年度 令和4年度
5 年度

-

387

目標年度

5

参加者数を増加させるとともに、参加者のニーズを踏まえたテーマ設定、プログラム構成等の検討を実施することにより、参加者が各講演やパネルディスカッション
の内容を理解できるよう適切な運営を行うことが重要である。そのため、参加者に対し内容の理解度に関するアンケート調査を行い、その調査結果を成果指標と
する。

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

業務評価報告書

令和2年度 令和3年度

-

80

5

定量的な成果指標

原子力分野について国民理解促進を図る
ため、シンポジウム参加者を対象としたアン
ケートを実施し、内容の理解度について80%
以上の肯定的な回答を得る。

目標値 ％ - 80

年度

シンポジウム参加を通じ、参加者の原子力分野への興
味関心が惹起されることを期待し、シンポジウム参加
者へのアンケート調査において、原子力分野の動向に
触れる機会への参加意欲に関して80%以上の肯定的
回答を得る。
※指標の適正化のため、令和5年度より新設。

シンポジウム参加者を対象とした事後アンケート
において「今後、原子力について知る・考える機
会があれば積極的に利用しますか」という項目
の肯定的回答率[％]
※指標の適正化のため、令和5年度より新設。

達成度

単位 令和2年度

-

121.3 - 113.8

シンポジウム参加者を対象とした事後アンケート
において「講演・パネルディスカッションの内容は
ご理解いただけましたか」という項目の肯定的回
答率[％]
※新型コロナウイルス感染症の影響により、令
和3年度の開催を中止したため、実績なし。

成果実績 ％ 97

目標最終年度

達成度 ％

80

↓

活動内容①
（アクティビティ）

原子力分野について地域住民等の理
解促進を図るため、国際シンポジウム
を実施。

本事業における国際シンポジウムの開催数。
※新型コロナウイルス感染症の影響により、令
和3年度の開催を中止したため、実績なし。

活動実績

年度

- 317

定量的な成果指標 単位

回 -

目標年度
令和4年度

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）
当初見込み 回

- -

1

活動目標 活動指標

1

達成度 ％

-

↓

多数の人にシンポジウムに参加しても
らうことにより、原子力分野の知識・情
報の普及を図る。

シンポジウムへの参加者数（来場者数とオンライ
ン視聴者数の合計）。
※新型コロナウイルス感染症の影響により、令
和3年度の開催を中止したため、実績なし。
※目標値は過去2年の成果実績の平均から算
出。令和4年度の目標値は、令和元年度及び令
和2年度の成果実績の平均から算出。

成果実績 人 369 -

112.8

高速増殖原型炉「もんじゅ」については、平成28年に廃止措置への移行が決定し、その際にもんじゅが立地する敦賀エリアについては、原子力研究や人材育成を
支える基盤となる中核的拠点としていくことになった。拠点化の足掛かりとなる取組として、原子力分野についての国民理解促進を目的とする国際シンポジウムを
敦賀市にて開催する。

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

業務評価報告書

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

業務評価報告書

成果目標①-1の
設定理由

（アウトプット
からのつながり）↓

↓
成果目標①-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

80

-

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

-

％ - - 86

目標値 ％ - - -



活動内容②
（アクティビティ）

高速増殖原型炉「もんじゅ」については、平成28年に廃止措置への移行が決定し、その際にもんじゅが立地する敦賀エリアについては、原子力研究や人材育成を
支える基盤となる中核的拠点としていくことになった。拠点化の足掛かりとなる取組として、原子力分野についての国民理解促進を目的とする国際シンポジウムを
敦賀市にて開催する。

↓

活動目標及び活動実績
②

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

原子力分野について地域住民等の理
解促進を図るため、国際シンポジウム
を実施。

本事業における国際シンポジウムの開催数。
※新型コロナウイルス感染症の影響により、令
和3年度の開催を中止したため、実績なし。

活動実績 回 1 - 1 - -

当初見込み 回 1 1 1 1 -

↓
成果目標②-1の

設定理由
（アウトプット

からのつながり）

原子力分野についての国民理解促進を図るため、シンポジウム非参加者や原子力分野への関わりが薄い層まで訴求対象を広げる必要がある。シンポジウム開
催後、地元紙に採録広告を掲載し、シンポジウム非参加者に講演やパネルディスカッションの内容の一部を閲覧してもらうことにより、原子力分野に関する一定程
度の国民理解促進を図る。シンポジウム非参加者のうち、採録広告を閲覧した者を対象としたアンケート調査において、シンポジウムのテーマへの理解度に関す
る調査結果を成果指標とする。

成果目標及び成果実績
②-1

（短期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標年度

5 年度

非参加者層の理解促進を図るため、新聞の採録
広告を閲覧した者を対象としたアンケートを実施
し、テーマに対する理解度に関して60％以上の
肯定的回答を得る。
※指標の適正化のため、令和3年度より新設。

新聞の採録広告のみを閲覧したシンポジ
ウム非参加者を対象としたアンケートにお
いて「テーマについてご理解いただけまし
たか」という項目の肯定的回答率［％］
※指標の適正化のため、令和3年度より
新設。

成果実績 ％ - - 71 -

目標値 ％ - - 60 60

達成度 ％ - - 118.3 -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

業務評価報告書

↓
成果目標②-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

採録広告の掲載により、非参加者へのシンポジウムの内容の共有を図るとともに、非参加者に対し原子力分野への興味・関心を惹起し、シンポジウムやそれ以外
の場において原子力関連の情報に触れる機会への積極的な参加を促すことができれば、原子力分野に興味を有する層の増加につながると期待される。そのた
め、シンポジウム非参加者のうち採録広告を閲覧した者へのアンケート調査を行い、原子力分野の動向に触れる機会への参加意欲に関する調査結果を成果指標
とする。

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

業務評価報告書

成果目標及び成果実績
②-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標最終年度

5 年度

採録広告を通じ原子力分野への興味関心が惹
起されることを期待し、参加者へのアンケート調
査において、原子力分野の動向に触れる機会へ
の参加意欲に関して50%以上の肯定的回答を得
る。
※指標の適正化のため、令和5年度より新設。

シンポジウム非参加者のうち、採録広告
の閲覧者を対象とした事後アンケートにお
いて「今後、原子力について知る・考える
機会があれば積極的に利用しますか」と
いう項目の肯定的回答率[％]
※指標の適正化のため、令和5年度より新設。

- - 40 -

目標値 ％ - - - 50

達成度 ％ - - - -

成果実績 ％

アウトカム設定について
の説明

アクティビティ②について定性的なアウトカムを設定している理由

-

アクティビティ②についてアウトカムが複数設定できない理由

-



-

目標年度における効果測定に関する評価（令和6年度実施)

-
点検結果

本事業は、我が国の原子力研究や人材育成を支える基盤となる中核的拠点として位置付
けられた「もんじゅ」周辺地域にて、原子力に関する国際シンポジウムの開催を通じて、原子
力への国民理解を醸成することを目的としている。今年度は、シンポジウムの開催を通じ、
シンポジウム参加者への知識・情報の普及、原子力分野への理解促進及び興味・関心の
惹起に関する成果目標を達成した。また、シンポジウムの内容をまとめた採録広告を地元
紙に掲載することにより、シンポジウム非参加者の内容に対する理解促進、原子力分野へ
の興味・関心の惹起に関する成果目標を達成した。以上2点の結果により、今回のシンポジ
ウムは原子力への国民理解醸成に貢献できたと評価した。今後はアンケート調査の結果を
基に、引き続き多様なニーズを踏まえた満足度の高いシンポジウムの運営を検討し、国民
の理解醸成への貢献を図ることとしている。

-

-

この事業は、一者応札となったものがあることから、原因分析を行った上で、その原因に応じた改善策（競争参加条件等の一層の見直し等）を図り、契約の競争
性・公平性・透明性の確保に努めるべきである。また、昨年度の指摘を踏まえ目標を複数段階設定したことは評価できる。

外部有識者の所見

外部有識者による点検対象外

0294

2021 文科

上記への対応状況

上記指摘を踏まえ、令和3年度の行政事業レビューシートにおいて、新聞の採録広告のみを閲覧したシンポジウム非参加者を対象としたアンケート結果を指標とし
て設定するとともに、事業効果の検証・翌年度実施への改善方針の検討を実施することで、更なる事業の効率性・有効性の向上を図ることとしている。

上記への対応状況

-

過去に受けた指摘事項
と対応状況

0267

令和2年度行政事業レビュー（秋の年次公開検証）において、地域住民の理解促進という目的達成に当たり、原子力分野に関心がない層へのアプローチ手法の検
討や、シンポジウム非参加者へのアンケート結果等による適切な指標の検討等を行うことで、更なる事業の有効性確保を図る必要があるとの指摘を受けた。

-

令和2年度 文部科学省 0269

0291

令和4年度 2022 文科 21

限られた予算による事業効果の維持・向上のため、シンポジウム参加者・非参加者へのアンケート調査の結果を基に、国民の多様なニーズを踏まえたテーマ設
定・プログラムの検討、非参加者へのアプローチ手法の検討、及び事業効果の検証・翌年度実施への改善方針の検討等を実施することで、更なる事業の効率性・
有効性の向上を図ることとしている。

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

令和元年度

平成28年度 261

平成29年度 268

令和3年度

平成27年度

文部科学省

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度 450

平成25年度 273

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

ご指摘を踏まえ、契約の競争性の向上を図るべく、公募期間の確保や仕様書における事業内容の明確化等の取組を実施する。また、令和4年度開催分より、文科省のYouTube
チャンネルにてシンポジウムのアーカイブ配信を行い、本事業の周知に努めている。引き続き、契約の競争性、公平性、透明性の確保等に努め、より効率的に事業を実施してまい
りたい。

事業内容の一部改善

年度内に改善を検討

264

平成30年度 273

平成23年度 502

事業に関連する
ＫＰＩが定められて
いる閣議決定等

名称

URL

該当箇所

平成26年度 273

備考

改善の
方向性

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事業所管部局による点検・改善

-



＊令和4年度実績を記入。

なお、金額は単位未満四捨五入して記載していることから、合計が一致しない場合がある。

資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ

いて補足する）
（単位：百万円）

文部科学省
35百万円

原子力に対する国民の信頼を確保するため、情報公開による透明性
の向上、迅速な情報提供等、各種広報媒体等を用いた広報活動を
体系的に実施する。

重点施策広報対策等

35百万円

高速増殖原型炉もんじゅの廃止措置に係る取組等に関し、地元を対
象とした広報対策を行うほか、全国の国民各層を対象として様々なメ
ディアを活用した広報等を行う。

委託【総合評価落札】

A.廃止措置等を踏まえた国際シンポジウムの実施

35百万円



　

支出先上位１０者リスト

A.

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙3】に記載 チェック

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
公益財団法人若狭湾エネル
ギー研究センター

3210005006423
廃止措置等を踏まえた国際シ
ンポジウムの実施

35
一般競争契約
（総合評価）

1 99.9％ -

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

3

費目・使途
（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

A. B.

費　目 使　途

計 35 計

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

業務実施費 雑役務費、外国人等招へい旅費、印刷製本費等 32

一般管理費 直接経費の10.5%
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